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改定の背景 

 

区は、平成 20年 3月に新宿区耐震改修促進計画（以下「本計画」という。）を策定し、平成 30

年 2月に改定した。本計画は、平成 30年度から令和 9年度までの 10年間を計画期間とし、おお

むね 3年を目途に検証し、必要な施策の見直しなどを行うこととしている。このたび、改定から

4年が経過したことから、進捗状況等を踏まえ、新宿の高度防災都市化と安全安心の強化に向け

て、本計画を改定する。 

平成 30年 2月の改定以降、同年 6月の大阪府北部を震源とする地震においてはブロック塀の

倒壊による被害が発生し、同年 9月には北海道胆振東部地震が発生する等、大地震が頻発してお

り、首都直下地震の切迫性が指摘されている。 

こうした地震による被害の状況を踏まえ、平成 31年 1月の「建築物の耐震改修の促進に関す

る法律（平成 7年法律第 123号）」の改正では、通行障害建築物となる建築物として、一定の長

さ及び高さを超える組積造の塀（補強コンクリートブロック造の塀を含む）が追加される等、建

築物の耐震化を促進する取組みが一層強化された。 

令和 2年 3月、令和 3年 3月には、東京都耐震改修促進計画が一部改定され、住宅や特定緊急

輸送道路沿道建築物等の耐震化に対する新たな方針が示された。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、平時におけるテレワークの推進や、災害時に

おける避難の分散化に向けた在宅避難への意識が高まっており、住宅の耐震化の必要性が改め

て認知されている。 

これらのことを踏まえ、これまで以上にスピード感をもって耐震化を促進し、災害に強い、逃

げないですむ安全なまちづくりの実現に取り組んでいく。 
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第１章  はじめに 

１． 計画の概要 

１-１ 計画の目的 

本計画は、住宅・建築物の耐震化を総合的かつ計画的に促進し、地震により想定される被

害（建物全壊や地震火災による焼失棟数）を 6割減少させ（※1）、地震災害による区民の生命

と財産への被害を最小限に留める減災社会を実現することを目的とする。 

 

１-２ 計画の位置付け 

本計画は、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成 7 年法律第 123 号。以下「耐震改

修促進法」という。)第 6条第 1項の規定に基づき策定するもので、「東京都耐震改修促進計

画」及び「新宿区地域防災計画」等との整合を図る。 

図 1-1 耐震改修促進計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

基本計画 

 
東京都防災関連計画 

                    

都市ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

 
まちづくり戦略プラン 

 

新宿区耐震改修促進計画 
【耐震改修促進法】 

実行計画 

東京都地域防災計画 
【災害対策基本法】 

東京都耐震改修促進計画 
【耐震改修促進法】 

まちづくり・防災・耐震等の関連事業の推進 

東京都国土強靭化地域計画 
【国土強靭化基本法】 

新宿区地域防災計画 
【災害対策基本法】 

新宿区基本構想 

新宿区国土強靭化地域計画 
【国土強靭化基本法】 

 
 

（※1）「6 割減少させ」：4 ページ「２．想定する地震の規模・被害の状況」参照 
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１-３ 対象区域及び対象建築物 

本計画の対象区域は新宿区全域とする。 

対象とする建築物は、原則として建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）における新耐震

基準（※2）（昭和 56 年 6月 1 日施行）以前に工事に着手した全ての建築物とする。ただし、

国や東京都の建築物は含まない。 
 

（※2）：新耐震基準 昭和 56 年 6 月 1 日に導入された耐震基準。建築物の存在期間中に数度遭遇することを考慮す
べき稀に発生する地震動（震度５強程度）に対して、ほとんど損傷が生じるおそれのないこと、建築物の存在期
間中に１度は遭遇することを考慮すべき極めて稀に発生する地震動（震度６強程度）に対して倒壊、崩壊する
おそれのないことを目標としている。 

 

表 1-1 対象建築物 

対象建築物の種類 内 容 耐震改修促進法上の取扱い 

(１) 住宅 ・戸建住宅（長屋を含む） 
・共同住宅（賃貸共同住宅を
含む） 

― 

(２) 特定建築物 （対象建築物の用途・規模要件は「特定建築物一覧表」（49 ページ）参照） 

 特 定 既 存 耐 震 
不 適 格 建 築 物 

多数の者が利用する一定規
模以上の建築物 

耐震改修促進法第 14 条第 1 項第
1 号及び第 2 号に定める建築物 
（本計画では同条第 3 号は(3)一般
緊急輸送道路沿道建築物として特
定建築物から除く。また、賃貸共
同住宅は(1)住宅として特定建築
物から除く。） 

要 緊 急 安 全 確 認 
大 規 模 建 築 物 

地震に対する安全性を緊急に
確かめる必要がある大規模な
建築物 
［耐震診断義務付け建築物］ 

耐震改修促進法附則第 3 条第 1
項に定める要緊急安全確認大規
模建築物 

(３) 緊急輸送道路沿道建築物（※3） 

 特定緊急輸送道路 
沿道建築物（※4） 

特定緊急輸送道路に接する
一定高さを超える建築物 
［耐震診断義務付け建築物］ 

耐震改修促進法第 7 条第 1 項に
定める要安全確認計画記載建築
物 

一般緊急輸送道路 
沿道建築物（※5） 

特定緊急輸送道路以外の緊
急輸送道路に接する一定高さ
を超える建築物 

耐震改修促進法第 14 条第 1 項第
3 号に定める建築物 

(４) 防災上重要な区有施設 防災上重要な施設及び不特
定多数の者が利用する耐震
化を図るべき施設 

― 

（※3）：緊急輸送道路とは、東京都地域防災計画に定める、高速自動車道国道、一般国道及びこれらを連絡する幹線
道路と知事が指定する防災拠点を相互に連絡する道路 

（※4）：緊急輸送道路のうち、応急対策の中枢を担う都庁本庁舎や立川地域防災センター、重要港湾、空港等を連絡
する道路や、その道路と区市町村庁舎等を連絡する道路として、特に沿道の建築物の耐震化を図る必要があ
ると知事が認める道路 

（※5）：緊急輸送道路のうち、特定緊急輸送道路以外の道路 
 
 

１-４ 計画期間 

本計画の計画期間は、平成 30 年(2018 年)度から令和 9 年(2027年)度までの 10 年間とす

る。 

社会経済状況の変化や関連計画の改定、本計画の進捗状況等に適切に対応するため、おお

むね 3年を目途に検証し、必要な施策の見直しなどを行う。 
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２． 想定する地震の規模・被害の状況 

 

 

東京都は、東日本大震災（※6）を踏まえ、「首都直下地震による東京の被害想定（平成 18年

5 月公表）」を全面的に見直し、平成 24 年 4 月 18 日に「首都直下地震等による東京の被害

想定」(※7)を公表した。 

「新宿区地域防災計画」では、「首都直下地震等による東京の被害想定」の“東京湾北部

地震（Ｍ7.3）”を前提として、震災時の対応や今後の対策を検討している。 

このため、本計画においても、被害想定は、“東京湾北部地震（Ｍ7.3）”、気象条件は、被

害が最も大きくなる「冬の 18 時」「風速 8ｍ／秒」を用いることとし、「新宿区地域防災計

画」と整合を図る。 

なお、中央防災会議が平成 25年 12月に公表した「首都直下地震の被害想定と対策につい

て（最終報告）」において、都心南部直下地震の東京都に関わる被害想定は、「首都直下地震

等による東京の被害想定」と、被害の規模及びその傾向がおおむね同程度であった。 

 

表 1-2 本計画で想定する被害の状況（新宿区） 

被 害 種 別 被害想定 

人 
 

的 
 

被 
 

害 
死  者 293 人 

原

因

別 

ゆれ・液状化建物被害 220 人 

急傾斜地崩壊 7 人 

火災 64 人 

ブロック塀等 1 人 

屋外落下物 0 人 

負傷者 6,792 人 

 

原

因

別 

ゆれ・液状化建物被害 6,479 人 

急傾斜地崩壊 9 人 

火災 258 人 

ブロック塀等 41 人 

屋外落下物 5 人 

建物被害        (全壊棟数) 3,683 棟 

地震火災        (被害棟数) 2,179 棟 

閉じ込めにつながり得るエレベーター停止台数 487 台 

帰宅困難者  313,811 人 

避難者  76,805 人 

出典：首都直下地震等による東京の被害想定報告書（平成 24 年 4 月 18 日、東京都防災会議） 

 

本計画により上記表の建物被害（全壊棟数）を 0にすることで、地震により想定される被

害（建物全壊や地震火災による焼失棟数）を 6割減少させることを実現する。 

 
  

○“東京湾北部地震（Ｍ7.3、冬 18時発災、風速 8ｍ／秒）”を想定する。 
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（※6）：東日本大震災 

平成 23 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分、三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の地震が発生し、宮城県北

部で震度 7 を観測したほか、宮城県、福島県、栃木県、岩手県、群馬県、埼玉県、千葉県の広い範囲で震度 6

強から 6 弱を観測した。この地震により、三陸沿岸の広い範囲に津波が発生、多くの市街地や集落が津波に

呑み込まれた。地震による死者は 19,000 人を超え、行方不明者と合わせると 22,000 人を超えている（令和 2

年 3 月現在）。 

 

（参考）：熊本地震 

 平成 28 年 4 月 14 日 21 時 26 分、熊本県熊本地方でマグニチュード 6.5 の地震が発生し、熊本県の益城町

で震度 7 を、熊本市等で震度 6 弱を観測した。また、4 月 16 日 1 時 25 分にもマグニチュード 7.3 の地震が発

生し、益城町と西原村で震度 7 を、南阿蘇村等で震度 6 強を観測した。これだけ短期間に同じ地域で震度 7 の

地震が 2 回発生したのは、気象庁観測史上初めてのことであった。地震による死者は 273 名、住宅の全壊は

8,667 棟確認されている（平成 31 年 4 月現在）。 

（※7）：首都直下地震等による東京の被害想定（平成 24 年 4 月 18 日公表） 

東京都は、東日本大震災の経験を踏まえ、首都直下地震など東京を襲う大地震に対してより確かな備えを

講じていくため、平成 18 年 5 月に公表した「首都直下地震による東京の被害想定」を見直した。 

想定する地震は、従来の首都直下地震（東京湾北部地震<Ｍ7.3>、多摩直下地震<Ｍ7.3>）に、海溝型地震

（元禄型関東地震<Ｍ8.2>）及び活断層で発生する地震（立川断層帯地震<Ｍ7.4>）を追加した。また、フィリピン

海プレート上面の深度が従来の想定より浅いという最新の知見を反映させ、津波による被害想定を実施した。 

この結果、最大震度７の地域が出るとともに、震度６強の地域が広範囲になり、東京湾北部地震の死者が

最大で約 9,700 人となった。 

（参考）：大阪府北部地震 

平成 30 年 6 月 18 日 7 時 58 分、大阪府北部においてマグニチュード 6.1 の地震が発生し、大阪市北区、高

槻市、枚方市、茨木市、箕面市で震度 6 弱、大阪府及び周辺都道府県の一部市区町村で震度 5 弱以上を観

測した。また、同日 9 時 30 分までに震度 1 以上を観測した地震が 12 回発生した。地震による死者は 6 名とな

り、うち 2 名はブロック塀の崩壊に巻き込まれ死亡した（平成 31 年 2 月 12 日現在）。 

熊本地震の被害状況 
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第２章  耐震化の現状と目標 

１． 耐震化の現状 

 

 

 

 

 

 

(1) 住宅 

住宅・土地統計調査等をもとに令和 2年 3月時点における耐震化の現状を推計すると、住

宅の住戸総数は約 220,900戸で、このうち必要な耐震性能を有しているものが約 209,600戸

（94.9％）、必要な耐震性能を有していないものが約 11,300戸（5.1％）である。 

また、区民の約 8割が共同住宅に住んでいることを踏まえ、耐震化の進捗を詳細に確認す

るため、共同住宅（非木造）の耐震化率を新たに算出した。共同住宅（非木造）の住戸総数

は約 179,700戸で、このうち必要な耐震性能を有しているものが約 172,500戸（96.0％）で

ある。 

 

表 2-1 住宅の耐震化の現状（※8） （令和 2年 3月） 

（※8）：平成 30 年住宅・土地統計調査等をもとにした推計値 

（※9）：東京都の「昭和 56 年以前の建築物のうち耐震性があると推計される建築物の割合」をもとにした推計値 

 

  

 
住戸総数 

耐震性能を有してい

る住戸数(※9) 
耐震化率 

 ａ b ｃ = b／a 

住宅 約 220,900 戸 約 209,600 戸 94.9% 

 共同住宅 

(非木造) 
約 179,700 戸 約 172,500 戸 96.0% 

○住 宅：耐震化率 94.9％ （令和 2年 3月） 

○特 定 建 築 物：耐震化率 91.2％ （令和 3年 3月） 

○緊急輸送道路沿道建築物：耐震化率 92.7％ （令和 3年 3月） 

○防災上重要な区有施設：耐震化率 100％ （令和 3年 3月） 
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(2) 特定建築物 

特定建築物定期調査報告等をもとに令和 3 年 3 月時点における特定建築物の耐震化の現

状を推計すると、建築物総数は 731棟で、このうち必要な耐震性能を有しているものが 667

棟（91.2％）、必要な耐震性能を有していないものが 64棟（8.8％）である。 

また、特定建築物のうち、耐震診断義務付け建築物である要緊急安全確認大規模建築物に

ついて、耐震化の進捗を詳細に確認するため、耐震化率を新たに算出した。要緊急安全確認

大規模建築物は、昭和 56年以前の建物総数は 76棟で、このうち必要な耐震性能を有してい

るものが 68棟（89.5％）、必要な耐震性能を有していないものが 8棟（10.5％）である。 

表 2-2 特定建築物の耐震化の現状（※10） （令和 3年 3 月） 

 

建築物総数 昭和 56 年 

以前の建築物

数 

 昭和 57 年 

以降の建築物

数 

耐震性能を 

有している 

建築物合計数 耐震化率（%） 

耐震性能を 

有している 

建築物数 

(※11) 

  a ｂ ｃ d e＝ｃ+d f＝e/a 

防災上特に重要な建築物 

（学校、病院等） 
192 棟 82 棟 73 棟 110 棟 183 棟 95.3% 

要配慮者が利用する建築物 

（社会福祉施設等） 
18 棟 2 棟 2 棟 16 棟 18 棟 100% 

不特定多数の者が利用す

る建築物 

（百貨店、ﾎﾃﾙ、劇場等） 

132 棟 37 棟 24 棟 95 棟 119 棟 90.2% 

その他の建築物 389 棟 137 棟 95 棟 252 棟 347 棟 89.2% 

合 計 731 棟 258 棟 194 棟 473 棟 667 棟 91.2% 

(※10)：建築基準法第 12 条第 1 項に定める「特定建築物定期調査報告」等をもとにした推計値 

(※11)：国が示す「耐震性のある割合」及び東京都の「文部科学省の私立学校耐震化状況調査の結果」等をもとにした推

計値 

表 2-3 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の現状 （令和 3年 3月） 

 対象建築物数 

耐震性能を 

有している 

建築物数 

耐震化率（%） 

  a b b/a 

防災上特に重要な建築物 

（学校、病院等） 
30 棟 29 棟 96.7% 

要配慮者が利用する建築物 

（社会福祉施設等） 
4 棟 4 棟 100% 

不特定多数の者が利用す

る建築物 

（百貨店、ﾎﾃﾙ、劇場等） 

35 棟 31 棟 88.6% 

その他の建築物 7 棟 4 棟 57.1% 

合 計 76 棟 68 棟 89.5% 
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(3) 緊急輸送道路沿道建築物 

地震により、緊急輸送道路など防災上重要な道路の沿道建築物が倒壊し、道路閉塞を起こし

た場合、避難や救助・消火活動に大きな支障を来し、甚大な被害につながるおそれがある。ま

た、地震発生後の緊急支援物資等の輸送や復旧・復興活動をも困難にさせることが懸念される。 

東京都は、平成 23年 4月に、東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例

（平成 23年東京都条例第 36号。以下「東京都耐震化推進条例」という。）を施行し、緊急輸送

道路の沿道建築物の耐震化を重点的に促進してきた。また、平成 26年 4月に、東京都耐震改修

促進計画を変更し、特に沿道の建築物の耐震化を図る必要があると認められる道路を「特定緊

急輸送道路」、それ以外の道路を「一般緊急輸送道路」とした。 

耐震化の現状について、建築確認台帳及び道路台帳等をもとに令和 3年 3月時点における耐

震化の現状を推計すると、建築物総数は 3,231 棟で、このうち必要な耐震性能を有しているも

のが 2,996棟（92.7％）、必要な耐震性能を有していないものが 235棟（7.3％）である。 

特定緊急輸送道路沿道建築物について、令和 2年(2020年)3月までに、耐震化率 90％、かつ、

特に倒壊の危険性が高い建築物（Is値 0.3未満相当）を解消することを目標としていた。しか

し、令和 2年 3月の耐震化率は 85.4％、特に倒壊の危険性が高い建築物は 40棟残存しており、

令和 3年 3月の耐震化率は 86.3％、特に倒壊の危険性が高い建築物は 38棟残存している。 

 

表 2-4 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の現状（※12）  （令和 3年 3 月） 

 

閉塞のおそ

れのある 

建築物数 

昭和 56 年 

以前の建築

物数 

 昭和 57 年

以降の建築

物数 

耐震性能を 

有している 

建築物合計数 
耐震化率（%） 

耐震性能を 

有している 

建築物数(※13) 

 a ｂ ｃ d e＝ｃ+d f＝e/a 

特定緊急輸送道路 695 棟 204 棟 109 棟 491 棟 600 棟 86.3% 

一般緊急輸送道路 2,536 棟 630 棟 490 棟 1,906 棟 2,396 棟 94.5% 

合   計 3,231 棟 834 棟 599 棟 2,397 棟 2,996 棟 92.7% 

 (※12)：建築確認台帳及び道路台帳等をもとにした推計値 
(※13)：特定緊急輸送道路沿道建築物は、耐震診断の結果から耐震性能を有しているとされたもの及び耐震改修 

工事等を実施したものの合計値。一般緊急輸送道路沿道建築物は、特定建築物の耐震性の割合(75.2％) 
等をもとにした推計値 

図 2-1 沿道建築物の要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急輸送道路に敷地が接する建築物のうち、次のすべてに該当する建築物 

・新耐震基準(昭和 56年 6月 1日施行)導入より前に建築された建築物 

・以下の高さを超える建築物 
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図 2-2 緊急輸送道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  防災上重要な区有施設 

区有施設のうち、小規模な倉庫等を除いた防災上重要な施設及び不特定多数の者が利用す

る耐震化を図るべき施設は 175 施設ある。このうち新耐震基準以前のものは 79 施設で、こ

のすべてが必要な耐震性を有しており、耐震化率は 100％である。 

 

表 2-5 区有施設の耐震化の現状 （令和 3年 3 月 単位：施設数） 

防災上重要な施設及

び不特定多数の者が

利用する耐震化を図

るべき施設数 

昭和 56 年 

以前の 

施設数 

  昭和 57 年 

以降の 

施設数 

耐震性能を 

有している 

施設数 
耐震化率（％） 

補強工事実施済・

耐震診断の結果

問題のないもの 

補強工事 

未実施 

ａ ｂ＝ｃ+ｄ ｃ ｄ ｅ ｆ＝ｃ+ｅ ｇ＝ｆ／ａ 

175 79 79 0 96 175 100％ 

  

凡例 

   特定緊急輸送道路 

(地上部のみ) 

   一般緊急輸送道路 

山手通り 

山手通り 

青梅街道 

大久保通り 小滝橋通り 

甲州街道 

明治通り 

目白通り 

新目白通り 

早稲田通り 

外苑東通り 

外苑西通り 

外堀通り 

目白通り 

女子医大通り 

抜弁天通り 

職安通り 

新青梅街道 

新宿通り 

公園通り 

靖国通り 

栄町通り 

中野通り 

方南通り 
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２． 耐震化の目標 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 住宅 

耐震性が不十分な住宅をおおむね解消する。 

図 2-3 住宅の耐震化の現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 特定建築物 

特定建築物は、耐震化率 95％以上とする。 

要緊急安全確認大規模建築物は、耐震化率 100％とする。 

 

(3) 緊急輸送道路沿道建築物 

特定緊急輸送道路沿道建築物は、耐震化率 100％とする。 

一般緊急輸送道路沿道建築物は、耐震化率 95％以上とする。 

東京都は特定緊急輸送道路の通行機能を的確に表せる指標として、区間到達率(※14)と総

合到達率(※15)を新たに設定した。都は、令和 7 年度末までに総合到達率 99％以上、かつ、

区間到達率 95％未満の区間を解消し、令和 17 年度末までに総合到達率 100％とすることを

目標としている。都が区間到達率と総合到達率を設定したことを踏まえ、区は、特定緊急輸

送道路沿道建築物への普及啓発を重点的に実施する路線の選定に、区間到達率を活用する。 

(※14)：震度 6 強の地震を想定した時に予測される沿道建築物の被害を基にシミュレーションによって算定され

る、都県境入口から特定緊急輸送道路上のある区間に到達できる確率 

(※15)：東京都全域の特定緊急輸送道路における区間到達率の平均値 

○住 宅  

（共 同 住 宅 ( 非 木 造 )）      

〇特 定 建 築 物   ： 耐震化率 95％以上 

（要緊急安全確認大規模建築物）  ： 耐震化率 100％ 

〇緊急輸送道路沿道建築物  

（特 定 緊 急）  ： 耐震化率 100％ 

（一 般 緊 急）  ： 耐震化率 95％以上 

150,900戸
163,000戸

186,400戸

209,600戸
224,600戸

29,500戸
21,800戸

17,300戸

11,300戸

0戸

50,000戸

100,000戸

150,000戸

200,000戸

250,000戸

平成18年度末 平成24年度末 平成27年度末 令和元年度末 令和９年度末

総戸数
180,400戸

総戸数
203,700戸

総戸数
220,900戸

耐震化率
88.2％

耐震化率
91.5％

耐震化率
94.9％

おおむね
解消

耐震性不十分

耐震性あり

総戸数
224,600戸

耐震化率
83.6％

総戸数
184,800戸

おおむね解消する 
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【参考：総合到達率と区間到達率について】 

出典：東京都耐震改修促進計画（一部改定）令和 2年 3 月 

■特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化と道路機能確保に係るシミュレーション 

○ 目的 

特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断を義務付けた耐震化推進条例に基づく取組によ

り、沿道建築物の耐震診断実施率が 97.7%（令和元年 12月末時点）になり、路線ごとに建築

物の位置と耐震性能がほぼ把握できた。 

緊急輸送道路としての機能を確保するためには、任意の地点に到達できるようにすること

が重要である。このため、特定緊急輸送道路全体を捉えた評価指標として、区間到達率及び

総合到達率を導入し、シミュレーションにより算出した。 

○ 区間到達率とは 

区間ごとの通行機能を評価する指標であり、当

該区間に都県境入口の過半から到達できる確率

をシミュレーションにより算出したものである。 

＜区間とは＞ 

交差点や中央分離帯の開口部により道路を区

分した各部分をそれぞれ区間としている。 

＜区間到達率の算出方法＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 総合到達率とは 

特定緊急輸送道路全体の通行機能を評価する指標であり、区間到達率を道路全体で加重平均

して算出したものである。 

 

 

  

図 17 区間のイメージ 

 区間のイメージ 

都県境入口の過半から到達できる区間 25% 50% 75% 100%区間到達率
上記以外の区間

①シミュレーションを10000回実施
②都県境入口の過半から到達できた回数

の割合を算出（＝区間到達率）

進入地点
都県境

１回目 ２回目

３回目 ４回目

総合到達率 ＝

A区間の区間到達率×A区間の道路延長
＋B区間の区間到達率×B区間の道路延長
＋C区間の区間到達率×C区間の道路延長
＋     

全道路延長

図 18 区間到達率の算出イメージ 

建物

●

●

●

●
中央分離帯
開口部

区間
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○ シミュレーションの設定条件 

・地震強度：東京湾北部地震1や都心南部直下地震2の想定などから都全域を「震度 6 強」（最大

速度 66cm/s）に設定 

・倒 壊 率：設定した地震強度における Is値と建物倒壊率（被害率）の関係（林・鈴木ら、

2000)3を基に推定 

・使用する道路：東京都内の特定緊急輸送道路のみ 

・進入地点：都県境入口の全 51地点 

・建物の倒壊方向：前面道路に倒壊する確率を 1/2として設定 

・中央分離帯及び交差点（中央分離帯の開口部）を設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 使用する道路（特定緊急輸送道路）    図 20 通行イメージ 

 

○ シミュレーションの結果と目標設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 特定緊急輸送道路沿道建築物の目標設定のイメージ

                             
1 首都直下地震等による東京の被害想定、平成 24年４月 18日公表、東京都防災会議 
2 首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）、平成 25年 12月、中央防災会議 
3 林・鈴木ら：耐震診断結果を利用した既存 RC造建築物の地震リスク表示、地域安全学会論文集(2), 235-242, 

2000.11） 

倒壊建物 

倒壊建物 
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（参考） 区間到達率算出における耐震化の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 耐震化の効果のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合到達率 91.6%

区間 Aの建物 aが耐震化されると、区間 Aの区間到達率が改善されるだけでなく、区間 B・C

の区間到達率も改善される。 

 

図 23 区間到達率図（令和 2年 12月末時点） 
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図 2-4 区内の区間到達率図 

 

新青梅街道
目白通り

新宿区 目白通り

青梅街道

新宿区役所
靖国通り

新宿通り

甲州街道

※ は一般緊急輸送道路

公園通り

区間到達率 
（都県境入口からある区間に到達できる確率） 

100％ 

95％以上 100％未満 

80％以上 95％未満 

60％以上 80％未満 

60％未満 

※高速道路は太線 

は一般緊急輸送道路 
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第３章  取組方針 

 

(1) 基本的な考え方 

建築物等の耐震化は、それぞれの所有者が自らの責務として取り組むことが基本である。 

区は、国・都及び関係団体（地域団体、事業者団体）等と連携して耐震化の促進に取り組む。 

また、建築物等の耐震化を行おうとする所有者に対し、国・都及び関係団体と連携して必要

な支援を行う。 

 

(2) 耐震化促進に向けた役割分担 

 建築物等の所有者と区は、それぞれの責務に応じた役割分担のもとに、耐震化の促進を図る。 
 

所
有
者
の
役
割 

所有者は、地震による住宅・建築物の被害及び損傷が発生した場合、自らの生命と財

産はもとより、建築物が倒壊することにより災害対策に必要な道路を閉塞させたり、

出火により大規模な火災を招いたりするなど、地域の安全性に重大な影響を与えか

ねないということを十分に認識して、主体的に耐震化に取り組むものとする。 

区
の
役
割 

区は、区民の生命・財産を守るため、国・都及び関係団体と連携して、耐震化の必要

性を啓発するとともに、所有者が主体的に耐震化に取り組めるよう、情報提供や技術

的な支援を行う。また、公共的な観点から必要がある場合は、経済的な支援を行う。 

 

 (3) 耐震診断・耐震改修促進の取組方針 

区は、耐震化の目標を達成するため、総合的かつ計画的に耐震診断及び耐震改修を促進する。 

区は、耐震診断及び耐震改修を促進するため、国・都・近隣区及び関係団体と連携して取り

組む。 

本計画の推進にあたり、支援事業の財源確保、新たな耐震改修工法など耐震化技術、及び広

域的区域などの観点から、必要がある場合には、国及び都等に協力要請等を行う。 
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第４章  施策の実施状況と課題 

１． 施策の実施状況等 

(1) 耐震診断及び耐震改修への支援 

表 4-1 木造住宅への支援の概要と実績 

名称 概要 
年度別実施状況（件） 合計 

（件） 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 

予備耐震

診断 

専門技術者を無

料で派遣し、簡易

な耐震診断を実

施する。 

90 111 95 142 164 194 202 346 228 128 73 111 101 71 30 8 4 2,098 

詳細耐震

診断 

専門技術者を無

料で派遣し、耐震

改修工事の前提

となる詳細耐震診

断を実施する。 

- - - - - - - - - - - - - - 54 52 29 135 

耐 震 診

断・補強

設計費補

助 

耐震改修工事の

前提となる耐震診

断・補強設計に対

し補助する。 

1 10 32 42 57 84 82 137 124 57 30 58 72 74 19 18 9 906 

補強設計

費補助 

耐震改修工事の

前提となる補強設

計に対し補助す

る。 

- - - - - - - - - - - - - - 13 31 10 54 

耐震改修

工事費補

助 

耐震改修工事に

対し補助する。 
- - 5 12 18 34 40 51 53 51 12 14 34 34 23 31 13 425 

簡易 

耐震改修

工事費補

助 

簡易な耐震改修

工事に対し補助す

る。 

- - - - 0 2 2 2 5 2 1 0 0 0 0 1 0 15 

工事監理

費補助 

耐震改修工事の

適切な施工のた

め、工事監理に対

し補助する。 

- - - - - 33 41 42 47 34 10 7 24 25 11 23 10 307 

がけ・擁

壁の簡易

調査 

擁壁の簡易（目

視）調査を行うた

め、専門技術者を

無料で派遣する。 

- - 3 8 12 7 3 1 0 1 1 0 0 1 0 0 3 40 

耐震シェ

ルター、

ベッド設

置費補助 

応急・緊急的な対

応として、耐震シ

ェルター及び耐震

ベッドの設置に対

し補助する。 

- - - - 1 1 3 5 8 3 0 4 2 3 2 1 0 33 

対象：昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工した木造の 2 階建て以下の住宅、共同住宅、併用住宅  
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表 4-2 非木造建築物への支援の概要と実績(※16) 

名称 概要 
年度別実施状況（件） 合計 

（件） 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 

耐震アドバ

イザー派遣 

専門技術者を無

料で派遣し、耐

震化の必要性

や合意形成の

アドバイスを行

う。 

- - 29 25 38 59 91 183 134 97 73 41 41 29 39 21 17 917 

簡易 

耐震診断 

専門技術者を無

料で派遣し、簡

易耐震診断を実

施する。 

- - - - - 33 40 106 91 58 28 22 21 15 22 12 7 455 

耐震診断費

補助 

耐震改修工事

の前提となる耐

震診断に対し補

助する。 

- - 1 0 3 5 7 35 101 88 36 21 10 10 8 12 7 344 

補強設計費

補助 

耐震改修工事

の前提となる補

強設計に対し補

助する。 

- - - - - 0 6 4 10 12 25 10 5 9 4 1 5 91 

耐震改修 

工事費 

補助等 

耐震改修工事

等に対し補助す

る。 

- - - - - - 0 5 2 11 6 15 9 9 7 8 1 73 

対象：①昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工されたもの 
②構造が鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造のいずれか 
③用途が住宅、マンション、緊急輸送道路沿道の建築物、特定建築物のいずれか 

（※16）：平成 23 年 11 月から、特定緊急輸送道路沿道建築物への耐震診断、補強設計、耐震改修工事等への補助を開始 

 

表 4-3 建築物の敷地の耐震化の支援の概要と実績 

名称 概要 
年度別実施状況（件） 合計 

（件） 24 25 26 27 28 29 30 元 2 

擁壁改修コンサルタン

ト派遣 

擁壁の改修（新設又は造り替え）を検討している所有者に

対し、専門技術者を無料で派遣し、アドバイスを行う。 
1 3 5 1 1 1 1 6 8 27 

擁壁改修工事費補助 擁壁等の所有者が行う改修工事費に対し補助を行う。 1 1 0 1 0 1 1 2 1 8 

土砂災害アドバイザ

ー派遣 

土砂災害警戒区域等区域内の土地・建物所有者等に対

し、専門技術者を無料で派遣し、急傾斜地対策について

の相談に応じる。 

- - - - - 0 1 1 3 5 
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(2) 意識啓発及び情報提供の充実 

表 4-4 意識啓発及び情報提供の概要と実績 

名称 
（所管課） 

概 要 実施状況 

ホームページ 

（防災都市づくり課） 

・耐震化支援事業の概要等を掲載している。  

相談事業 

（防災都市づくり課、

危機管理課） 

・防災都市づくり課に耐震化の相談窓口を設け

ている。 

・危機管理課には、防災対策全般の相談窓口

を設けている。 

 

安全安心・建築 

なんでも相談会 

（建築指導課） 

・地域センター等において、耐震を含めた建築

に関する相談会を開催している。 

・月 1 回 

（※17） 

各種イベント等に 

合わせた啓発 

（防災都市づくり課） 

・地域イベント等において、耐震化啓発を行って

いる。 

・年 15 箇所程度 

（※17） 

地域センターまつり

における普及啓発 

（防災都市づくり課） 

・パンフレットを配布し、耐震化に関する相談に

応じている。 

・10 ヶ所の地域センターで普及啓発活動を実施 

（※17） 

地域団体・事業者団

体との連携 

（防災都市づくり課） 

・地域団体や事業者団体等と連携し、耐震化啓

発を行っている。 

・耐震フォーラム等の耐震化啓発 

（新宿区耐震補強推進協議会と連携） 

（※17） 

耐震ベッド等展示会 

（防災都市づくり課） 

・安価で信頼できる「耐震ベッド」及び「耐震シェ

ルター」の設置に関する紹介、実物展示等を

行っている。 

・年 1 回程度開催 

耐震診断登録員 

（防災都市づくり課） 

・木造住宅の耐震診断・補強設計費補助及び

補強設計費補助は、耐震診断登録員が行うこ

とが要件である。 

・登録員台帳はホームページに掲載している。 

・令和 3 年 6 月現在 121 名登録 

耐震診断技術講習会 

（防災都市づくり課） 

・耐震診断登録員向けに耐震診断の実務等に

関する講習会を開催している。 

・年 2 回程度開催 

耐震フォローアップ 

（防災都市づくり課） 

・区の支援制度を活用し、耐震改修工事に至っ

ていない建築物について、個別訪問などにより

耐震改修工事を改めて促す普及啓発を行って

いる。 

平成 29 年度 1,541 棟（木造） 

令和元年度 798 棟（木造） 

令和 2 年度 577 棟（木造） 

木造住宅への個別

訪問 

（防災都市づくり課） 

・地域説明会と個別訪問等による耐震化啓発を

行った。 

平成 22 年度から令和元年度まで実施 

・平成 29 年度 （25 町丁目実施） 

・平成 30 年度 （20 町丁目実施） 

・令和元年度 （57 町丁目実施） 

東京都マンション啓

発隊の個別訪問によ

る啓発活動 

（防災都市づくり課） 

・分譲マンション管理組合等に対し、個別訪問を

行った。 

平成 24 年度から平成 29 年度まで実施（東京都と

連携） 

・平成 27 年度（153 件実施） 

・平成 28 年度（114 件実施） 

・平成 29 年度（12 件実施） 

特定緊急輸送道路

沿道建築物の所有

者への啓発活動 

（防災都市づくり課） 

・特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者に対

し、個別訪問等を行っている。 

平成 23 年度から実施（東京都と連携） 

・約 200 棟 

（※17）：令和元・2 年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により、未実施となったイベント等あり 
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(3) 関連施策の推進 

家具の落下、転倒、移動の防止、エレベーターの安全対策支援、ブロック塀の倒壊防止等の対

策を促進する。関連する施策や団体等との連携を強化し、効果をより高めていく。 

表 4-5 関連施策の概要と実績 

（※18）：対象は、一般の交通の用に供する道に沿って設けられた、高さが 1ｍ以上の安全性が確認できないコンクリートブロック塀等 

 

名称 
（所管課） 

概 要 実施状況 

家具転倒防止器具取付
け事業 
（危機管理課） 

・家具転倒防止器具取付けの調査・取付けを無料で
行っている。器具代は利用者負担。（災害時要援護
者名簿登録者及び生活保護世帯の方は、器具5点
まで無料で取付けが可能（1 回のみ）。） 

平成 30 年度    183 件 
令和元年度    269 件 
令和 2 年度     90 件 

落下物防止 
（建築調整課） 

・窓ガラスや外壁タイル落下防止対策として、都と協
力して、改善指導を実施している。 

・平成 17 年度に実態調査の上、改善指導
を実施 

 ・屋外広告物の落下や脱落防止対策として、所有者
への啓発と改善指導を行った。 

・平成 19 年度、平成 21 年度に啓発、改善
指導を実施 

 ・落下物による事故防止対策として、既存建築物の
外壁等の現況を点検調査し、安全化指導や啓発を
実施している。 

・平成 26 年度、平成 28 年度～令和 2 年度
に外壁等点検調査、改善指導を実施 

  

エレベーターの安全対
策支援 
（建築指導課） 

・エレベーターの防災対策の情報提供及び相談を受
け付ける。 

平成 30 年度    117 件 
令和元年度    163 件 
令和 2 年度    117 件 

 ・昇降機定期報告制度を活用し、所有者に安全対策
等の啓発を行う。 

平成 30 年度    8,200 件 
令和元年度    8,300 件 
令和 2 年度    8,500 件 

 ・個人及び中小企業が所有する民間建築物等のエ
レベーターの防災対策改修工事に対し補助を行う。 

平成 30 年度    0 件 
令和元年度     4 件 
令和 2 年度    18 件 

ブロック塀等除去への
補助（※18） 
（防災都市づくり課） 

・地震の際に倒壊して歩行者等を傷つける危険性が
ある塀の除去に対し補助する。 

平成 30 年度    10 件 
令和元年度     29 件 
令和 2 年度    43 件 
・令和元・2 年度は、フェンス設置費補助件数を含む 

不燃化建替促進事業 
（防災都市づくり課） 

・木造住宅を準耐火建築物等にする不燃化建替え
工事や除却工事に対し補助を行っている。 

平成 30 年度   11 件 
令和元年度    10 件 
令和 2 年度    20 件 

消火器あっせん 
（危機管理課） 

・区内の一般家庭と事業所を対象に、消火器の購入
（使用法の説明付）、消火器の廃棄、薬剤の詰め替
えを、区と協定を結んだ業者が提供している。 

 
平成 30 年度 
令和元年度 
令和 2 年度 

購入 
226 件 
149 件 
135 件 

廃棄 
433 件 
165 件 
315 件 

薬剤詰替 
0 件 
0 件 
0 件 

住宅用火災警報器 
あっせん 
（危機管理課） 

・平成 22 年 4 月 1 日からすべての住宅で住宅用火
災警報装置の設置が必要となった。 

・一般家庭と事業所を対象に、既存住宅への火災警
報器の購入・取付けをあっせんしている。 

平成 30 年度 
令和元年度 
令和 2 年度 

29 件 
291 件 
78 件 

 
 
 

 
 

防災用品のあっせん 
（危機管理課） 

・一般家庭と事業所を対象に、「簡易トイレ」「家具転
倒防止器具」「非常食料・飲料水」等の防災用品を
あっせんしている。 

平成 30 年度 
令和元年度 
令和 2 年度 

36 件 
40 件 
32 件 

 
 
 

 
 

中小企業向け制度 
融資（産業振興課） 

・中小企業を対象に、耐震工事（内装・外装）のため
の融資をあっせんしている。 

 

感震ブレーカー等設置
費補助 
(危機管理課) 

・区内全域を対象に、感震ブレーカー等設置費用の
補助を行う。（令和元年度まで総合危険度４又は５
の地域のみが対象） 

平成 30 年度     19 件 
令和元年度       3 件 
令和 2 年度      63 件 
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２． 耐震化に対する区民意向 

(1) 新宿区区民意識調査 

・区は、区政運営の基本となる重要な課題に対する区民の意向・要望及び区民の生活意識等を

把握し、区政運営に反映させるため、『新宿区区民意識調査』を実施している。 

・令和 2年度の調査では、施策への要望として、区に力を入れて取り組んでほしいものについ

て、「震災・水害対策」（20.6％）は、「防犯・地域安全対策」（27.5％）、「高齢者福祉の充実」

（25.7％）、「感染症対策」（23.2％）に次いで、４番目に要望が多い。 

(2) 新宿区区政モニターアンケート 

・区は、区政課題への迅速な対応の検討や的確な事業執行を進める上での基礎資料とするため、

アンケート調査を実施している。 

・令和 2年度の主な調査結果は次のとおり。 

ア) 建築物等耐震化支援事業の認知状況 

・平成 29 年から令和 2年における認知状況は、「知っている」が 2割程度、「聞いたことはあ

るが、よく知らない」が 3割前後、「知らない」は 4割前後を推移し、「知らない」が徐々に

増加している。 

・家屋の建築年別では、新耐震基準以前（昭和 55年以前）で、「知っている」は 32.5%となっ

ている。 

図 4-1 「建築物等耐震化支援事業」の認知状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 「建築物等耐震化支援事業」の認知状況（家屋の建築年別・昭和 55年以前） 
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イ) 耐震診断の実施に対する意向 

・「すでに受けた」が 13.1％、「受けたいが、まだ受けていない」が 23.9%、「受ける必要はな

い」が 30.6%、「わからない」が 31.3%だった。 

・耐震診断を受けない理由は、「集合住宅のため自分の考えだけではできないから」（49.0%）

が最も多く、次いで「新耐震基準の建物だから」（38.6%）、「建物の所有者が自分ではないか

ら」（31.2%）、「制度について知らなかったから」（19.2%）、「倒壊しないと思うから」（14.9%）、

「相談したいがどこにいってよいかわからないから」（13.9%）となっている。 

図 4-3 耐震診断の意向（家屋の建築年別） 

 

 

 

 

 

図 4-4 耐震診断を受けない理由 
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ウ) 耐震改修工事の実施に対する意向 

・「すでに補強工事を行った」が 6.9％、「行いたいが、まだ行っていない」が 34.7%、「行う必

要はない」が 17.7%、「わからない」が 36.1%だった。 

・耐震改修工事を行っていない理由は、居住形態別で、分譲マンションや賃貸マンションは「集

合住宅のため自分の考えだけではできないから」が最も多く 7割弱、一戸建ては「多額の費

用がかかるから」（42.5%）、「昭和 56 年(1981 年)以降に建った新耐震基準の建物だから」

（33.6%）、「制度について知らなかったから」（28.4%）となっている。 

図 4-5 耐震補強工事の意向 

 

 

 

 

 

図 4-6 耐震補強工事を行っていない理由 

（居住形態別４区分）上位６項目 
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(3) 建築物等耐震化支援事業に関するアンケート 

・区は、耐震改修工事の実施状況や実施に至らなかった理由を把握するため、予備診断や詳細耐

震診断、補強設計を利用し、耐震化が確認できていない建築物の所有者等に対し、アンケート

調査を実施した。 

・令和 2年度の主な調査結果は次のとおり。 

 

ア) 耐震化の実施状況 

・「将来的に耐震改修工事、除却又は建替え工事を実施したいが、具体的に決まっていない」

が 27.4％、「耐震改修工事の実施を諦めた」が 24.2％、「もともと改修工事等の実施を検討

していない」が 11.0％となっている。改修工事について、実施済み、実施予定、実施したい

と思うと回答したのは、1-1から 1-3で合計 17.4％となっている。 

図 4-7 耐震改修工事や建替え工事等の実施状況 
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イ) 耐震改修工事の実施に至らなかった理由 

・「費用負担ができなかったから」（20.8％）が最も多く、次いで「高齢であるから」が 11.2％、

「体調を崩しており、工事を行うことができなかったから」が 4.8％、「ひとり暮らしであ

るから」が 4.1％、「建築物内部での工事が嫌だったから」が 3.7％となっている。 

 

図 4-8 耐震改修工事の実施に至らなかった理由 
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３． 課題の把握 

(1) 耐震化支援事業が、依然として、建物所有者に十分には認知されていない。 

耐震化支援事業の認知状況は、平成 29 年度から令和 2 年度の 4 年間で、「知っている」が 2

割程度、「知らない」が 4割前後を推移し、年々増加している。 

新耐震基準以前（昭和 55年以前）でも、「知っている」が 3割台、「知らない」が 4割となっ

ており、建物所有者に耐震化支援事業が十分には認知されていない。 

このため、より多くの所有者に耐震化支援事業を周知し、利用を促進することで、耐震化を

促進していく必要がある。 

また、令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響のため、耐震化支援事業の件数が減

少となったことから、「新たな日常」を踏まえた意識啓発及び情報提供の充実に取り組む必要が

ある。 

 

(2) 耐震化に対する所有者間の合意形成が困難である。 

耐震診断を受けない理由及び耐震改修工事を行っていない理由は、どちらも「集合住宅のた

め自分の考えだけではできないから」が最も多い。 

新宿区は、区民の約 8 割が共同住宅に住んでおり、建物所有者の耐震化に対する意識のバラ

ツキは、所有者間の合意形成を図る上での課題となっている。 

このため、合意形成が難しい建築物等への普及啓発に継続して取り組み、所有者の耐震化に

対する意識を高めていく必要がある。 

 

(3) 建物所有者に対して、耐震化促進に向けた更なる働きかけが必要である。 

区は、これまで、道路突出や無接道敷地を補助対象としたり、補助要件を見直したりするな

ど、実情に応じて耐震化支援事業を見直し、利便性の向上に努めてきた。 

この結果、建築物の耐震化は着実に進捗し、区内の建築物の大部分を占める住宅では、令和

2年 3月時点の耐震化率は、令和 9年度末の目標達成に向けて順調に向上している。 

しかし、特定緊急輸送道路沿道建築物は令和 2 年 3 月までの目標が達成できていない等、区

内には、依然として耐震性が不十分な建築物が残っている。 

このため、耐震化支援事業を継続的に検証し、実情に応じた見直しを行うとともに、建物所

有者に対して、耐震化促進に向けた更なる働きかけが必要である。
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第５章  耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

１． 施策展開の視点 

これまでの施策展開の方向を堅持し、「意識啓発及び情報提供の充実」「耐震診断及び耐震

改修への支援」「関連施策の推進」「耐震診断及び耐震改修に関する指導・助言等」の 4つの

視点からさらなる耐震施策の推進を図っていく。 

施策の推進にあたっては、耐震化の必要性が十分には理解されていないことや、耐震化支

援事業が十分には認知されていないことが課題である。そのため、「意識啓発及び情報提供

の充実」を強化し、広報や郵送による周知に加え、対象を絞って建物所有者等に耐震化を直

接働きかけていく。また、「新たな日常」を踏まえた普及啓発にも取り組んでいく。 

耐震化支援事業については、切迫性が高まる首都直下地震に備え、これまで以上にスピー

ド感をもって建築物の耐震化を図るため、実情や実績を踏まえて、事業の検証及び充実を行

っていく。 

 

表 5-1 施策展開の視点 

施策展開の視点 施策展開の方向性 頁 

意識啓発及び 

情報提供の充実  

【強化施策】 

対象を絞った建物所有者等への個別訪問やパンフレット配布、

建築士による相談会の開催、動画配信等、意識啓発及び情報

提供の充実を行う。 

P27～ 

(2-1) 

耐震診断及び 

耐震改修等への支援 

住宅、特定建築物、緊急輸送道路沿道建築物及び建築物の敷

地の耐震化について、耐震診断や耐震改修工事等への支援を

行う。 

P30～ 

(2-2) 

関連施策の推進 家具類の転倒・落下・移動の防止、エレベーターの安全対策支

援、ブロック塀等の倒壊防止等の関連施策を推進する。 

P35～ 

(2-3) 

耐震診断及び 

耐震改修に関する指

導・助言等 

建物所有者等に対して耐震化を促すため、耐震改修促進法及

び東京都耐震化推進条例に基づく指導・助言等を行う。 

P40～ 

(2-4) 
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２． 施策展開の方向性 

施策展開の４つの視点に基づき、以下の施策を展開していく。 

２-１ 意識啓発及び情報提供の充実 

(1) 普及啓発及び情報提供、相談体制の充実 

区は、ホームページに耐震診断や耐震改修等に関する支援制度を掲載している。また、担当

課に相談窓口を設け、耐震化をはじめ、建築に関する相談を受け付けている。 

普及啓発は、耐震化を促進する上で最も重要である。今後も、建物所有者等が安心して耐震

診断・耐震改修を実施できるよう、普及啓発や情報提供、相談体制の充実を図る。 

 

ア）普及啓発 

住宅・建築物の耐震化を促進するには、まず、所有者等が耐震化の必要性を十分に認識する

ことが大切である。 

区は、広報・ホームページ、パンフレット、地域センターまつりや避難所防災訓練等の機会

を利用して、耐震化の普及啓発に取り組んできた。また、耐震モデル地区事業やマンション啓

発隊など個別訪問による普及啓発も実施してきた。 

今後も、地域団体や関連団体と連携して、より多くの建物所有者に普及啓発を行っていく。 

住宅への個別訪問は、「住宅耐震化緊急促進アクションプログラム」(※19)に基づき、区の耐

震診断の補助等を活用し、耐震改修工事に至っていない建築物について、耐震改修工事を改め

て促す等、普及啓発を更に強化する。非木造の共同住宅については、「東京におけるマンション

の適正な管理の促進に関する条例」に基づく「管理状況届出制度」を活用し、各建築物の実態

に応じて、耐震化に向けた合意形成を支援する。特定緊急輸送道路沿道建築物については、区

間到達率が低い路線沿道や倒壊の危険性が高い建築物への個別訪問等を重点的に実施する。 

また、「新たな日常」を踏まえ、耐震化の必要性を説明する動画配信等による普及啓発にも取

り組んでいく。 

加えて、宅地建物取引業法において、宅地建物取引業者に義務付けられている重要事項説明

書に耐震診断の結果に関する事項があることから、関係団体等と連携し、建物所有者等の自発

的な耐震診断の実施を促進していく。 
（※19）：社会資本整備総合交付金交付要綱（平成 22 年 3 月 26 日 国官会第 2317 号）附属第Ⅱ編第 1 章ｲー16－（12）

－①1．の第 2 項第四号ハに規定する、地方公共団体が住宅の耐震化を緊急的に促進するための計画をいう 

 

イ）情報提供と相談窓口の整備 

区は、建築士による簡易な耐震診断や「安全安心・建築なんでも相談会」の開催のほか、パ

ンフレットで固定資産税の減免措置等を紹介している。しかし、耐震診断や耐震改修への不安

や、誰に頼むべきか分からないこと等から、耐震化に至らないケースも見受けられる。 

建物所有者等が安心して耐震化に取り組めるよう、今後も、相談の機会や方法を充実させる。 

また、耐震改修を行った住宅に対する固定資産税及び都市計画税の減免措置等についても情

報提供を行う。 

 

ウ）木造住宅の安価で信頼できる耐震改修工法・装置の普及 

所有者等が安心して耐震化に取り組むためには、安価で信頼できる耐震改修工法・装置を広

く普及することが重要である。  
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区は、安価で信頼できる耐震改修工法等について、耐震フォーラムや耐震シェルター・ベッ

ド展示会、都と区の共催による耐震キャンペーンにおいて、周知している。 

今後も、耐震フォーラム等により、認知度向上を図っていく。 

 

(2) 耐震診断技術者・改修施工業者の育成及び区民への情報提供 

区民が安心して住宅・建築物の耐震化に取り組むことができるよう、耐震診断技術者・改修

施工者の育成と区民への情報提供を行う。 

区は、木造住宅について、耐震診断登録員制度のもとに耐震診断及び耐震改修への補助を実

施している。 

今後も、耐震診断登録員台帳について、資格等の記載内容の検討を行い、ホームページ等に

よる情報提供を行うとともに、情報提供の充実を図っていく。 

また、新宿区耐震補強推進協議会等の関係団体と連携し、耐震改修の技術や実務に関する講

習会等を開催するなど改修施工業者の育成に努める。 

 

(3) リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

家族構成の変化や省エネルギーへの意識の高まり、高齢化の進展等に伴い、リフォームや省

エネリフォーム、バリアフリー化の工事が増加することが想定される。これらとあわせて耐震

改修を行えば、費用面だけでなく、施工面からも効率的である。 

このため、区は、相談窓口や地域の行事（ふれあいフェスタ）等において、リフォーム・増

改築工事に関する耐震化啓発を行ってきた。また、新宿区住宅リフォーム協議会を通して、リ

フォーム業者の紹介を行っている。 

今後も、リフォーム協議会と連携して啓発活動を実施するなど、効率的な耐震化のため、リ

フォームにあわせた耐震改修を誘導していく。 

 

(4) 地域団体・関係団体との連携 

耐震化は、地域で取り組む意識を高めることが重要である。 

平成 19年度に、区と関係団体、地域住民との連携と協力により、建築物等の耐震化を促進す

ることを目的として「新宿区耐震補強推進協議会」が発足した。地域センターまつりや避難所

防災訓練等への参加や、「しんじゅく耐震フォーラム」の開催等の普及啓発のほか、建築士・施

工業者等の専門家を含めた情報交換や研究活動等も視野に入れた活動も行っている。また、区

と東京都建築士事務所協会新宿支部が連携して開催している「安全安心・建築なんでも相談会」

において、耐震に関する相談を受けている。 

区は、引き続き、新宿区耐震補強推進協議会の活動を支援し、耐震化の相談会の開催等を行

う。 
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 (5) がけ・擁壁ハザードマップの活用 

区は、区民に、がけ・擁壁や急傾斜地のほか、地盤の液状化などについて、位置や区域など

を周知し、がけ・擁壁の改修や建物の耐震化など、大雨や大地震による災害への備えに活用し

てもらうため、がけ・擁壁ハザードマップを作成（令和元年 12月）している。 

がけ・擁壁ハザードマップには、「がけ・擁壁」や「土砂災害警戒区域」、「急傾斜地崩壊危険

区域」及び「液状化の可能性がある地域」などについて掲載している。 

がけ・擁壁ハザードマップは、建築指導課や特別出張所の窓口で配布するとともに、ホーム

ページに掲載することにより、広く区民に周知する。 

今後も、がけ・擁壁ハザードマップを活用し、建築物の敷地の耐震化及び土砂災害の危険性

の意識啓発を行っていく。 

また、東京都の「液状化の予測図」に改定等があった場合は、適宜、改訂等を行い、対応し

ていく。 

 

(6) 建築物の耐震性の公表促進 

建物所有者等の取組意欲を高めるため、耐震改修促進法に基づく

認定を受けて耐震改修工事を行った民間の建築物や、地震に対する

安全性に係る認定を受けた建築物について、東京都の耐震マーク表

示制度を活用する。 
 
 
 

  
東京都の耐震マーク 



第５章 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

30 

 

２-２ 耐震診断及び耐震改修等への支援 

(1) 住宅の耐震化 

ア）木造住宅に対する耐震化支援 

① 耐震診断、補強設計、耐震改修工事への支援 

区は、簡易な耐震診断や、耐震診断、補強設計、耐震改修工事への補助を実施している。 

また、利用しやすい簡易な耐震改修工事について、補助及び情報提供を行っている。 

引き続き、これらの制度をより広く建物所有者等に周知することで、制度の利用促進を図る。 

また、実態に応じて支援制度を検証し、利便性を向上するための見直しを適宜行っていく。 

 

② 耐震シェルター及び耐震ベッドの設置への支援 

住宅の倒壊から区民の生命を守るため、耐震改修が実施されるまでの応急・緊急的な対応と

して、安価で信頼できる耐震シェルター・耐震ベッドの設置に対する補助を実施している。 

引き続き、広報や実物展示会等により、制度を周知していく。また、高齢者や障がい者が利

用する部署と連携し、区民への情報提供を行っていく。 

 

③ 木造住宅密集地域等における耐震化・不燃化の促進 

木造住宅密集地域をはじめとする震災時の危険度が高い地域等を「重点地区」とし、耐震化

を重点的に促進する。 

また、地元との協働により地区計画の策定に取り組むとともに、上落合中央・三丁目地区、

赤城周辺地区、牛込台西北地区、西新宿五丁目地区及び上落合東部地区で新たな防火規制を導

入し、燃えにくい建築物への建替えを誘導している。西新宿五丁目地区では、東京都不燃化推

進特定整備地区制度を活用して不燃化・耐震化を促進する。また、その他の地区でも市街地再

開発事業や都心共同住宅供給事業、木造住宅密集地区整備促進事業（若葉・須賀町地区）など、

共同化によるまちづくりの事業手法を活用し、不燃化・耐震化を促進する。 

さらに、地区計画の区域、東京都不燃化推進特定整備地区、防災再開発促進地区、新たな防

火規制の指定区域など、災害に強いまちづくりを推進する地域では、耐火・準耐火建築物等に

する不燃化建替えや除却工事に対する補助を行っていく。 
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図 5-1 重点地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）非木造住宅に対する耐震化支援 

区は、アドバイザー派遣や簡易耐震診断、耐震診断、補強設計、耐震改修工事への補助を実

施している。 

引き続き、これらの制度をより広く建物所有者等に周知することで、制度の利用促進を図り、

実態に応じて支援制度を検証し、利便性を向上するための見直しを適宜行っていく。 

特に、マンションでは、所有者の耐震化に対する理解を深め、耐震化に向けた合意形成を図

っていくことが重要である。このため、アドバイザーを派遣し、合意形成のためのアドバイス

を行う。 

また、管理組合等による修繕計画の策定や見直しの機会を逸しないよう継続的に普及啓発を

行う。 

非木造住宅の耐震改修工事への補助は、木造住宅と比較して事業費が膨大になることから、

引き続き、財源確保に向けて国及び東京都の補助事業と連携を図る。 

 

(2) 特定建築物の耐震化 

   災害時に救急・医療活動を行う拠点となる民間病院や多数の児童・生徒が利用し、一次避難

所となることも想定される私立小中学校は、防災上重要な建築物である。また、不特定多数の

者が利用する大規模な百貨店・ホテル・劇場等は、災害時に大きな被害を招く恐れがある。特

定建築物のうち要緊急安全確認大規模建築物については、耐震改修促進法に基づき、建物所有

者から報告を受けた耐震診断の結果を公表し、区民への情報提供を行うとともに、当該結果を

 
 

重点地区 
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もとに建物所有者に対する、支援・指導・助言を行う。なお、公表にあたっては、迅速に取り

組んだ所有者が不利になることがないよう適切に配慮する。 

今後も、区は、広報・ホームページ、パンフレット等により、建物所有者等に耐震化の必要性

を啓発することや、国及び東京都等との支援制度について情報提供を行うとともに、アドバイザ

ー派遣や簡易耐震診断、耐震診断、補強設計、耐震改修工事への補助を実施し、実態に応じて支

援制度を検証し、利便性を向上するための見直しを適宜行う。 

耐震改修工事等への補助は、事業費が膨大になることから、引き続き、財源確保に向けて国

及び東京都の補助事業と連携を図る。 

 

(3) 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 

東京都耐震改修促進計画において閉塞を防ぐべき道路として指定された緊急輸送道路は、都

内の防災拠点相互間の連携や他県とのネットワークに大きな役割を担うとともに、地域の防災

拠点を連絡するなど、地域における避難路・緊急輸送道路のネットワーク確保に欠かせない。 

このため、沿道建築物については、都と区が適切な役割分担のもとに、連携・協力し、耐震

化を促進することが重要である。 

緊急輸送道路沿道建築物のうち特定緊急輸送道路沿道建築物については、耐震改修促進法に

基づき、所有者から報告を受けた耐震診断の結果を公表し、区民への情報提供を行うととも

に、当該結果をもとに建物所有者に対する、支援・指導・助言を行う。なお、公表にあたっ

ては、迅速に取り組んだ所有者が不利になることがないよう適切に配慮する。 

今後も、区は、緊急輸送道路の沿道建築物を対象に、アドバイザー派遣や簡易耐震診断、耐

震診断、補強設計、耐震改修工事等への補助を実施し、実態に応じて支援制度を検証し、利便

性を向上するための見直しを適宜行う。特定緊急輸送道路沿道建築物については、支援制度の

一層の強化を図る。 

震災時の避難や救助活動等に重要な役割を持つ特定緊急輸送道路の沿道建築物については、

耐震化が極めて重要であり、特に倒壊の危険性が高い建築物(ls値 0.3未満相当の建築物)の耐

震化を重点的に促進する。 

耐震改修工事等への補助は、事業費が膨大になることから、引き続き、財源確保に向けて国

及び東京都の補助事業と連携を図る。 

 

(4) 建築物の敷地の耐震化 

ア）建築物の敷地の耐震化の促進 

熊本地震や新潟県中越地震での土砂崩れ、福岡県西方沖地震での地盤の崩れなど、過去の大

地震では、がけや擁壁などの崩壊により被害を受けた建築物が多く見られた。 

新宿区においても、がけや擁壁が存在し、その多くが建築物の敷地を形成していることから、

安全性の確保が重要である。 

区は、平成 21年度から平成 23年度に実施したがけや擁壁の点検調査の結果を踏まえ、平成

24年度に「新宿区擁壁及びがけ改修等支援事業」を創設し、がけや擁壁の所有者等への補助や
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擁壁改修コンサルタントの派遣を行っている。引き続き、事業の周知・利用促進を行うことに

より、敷地の耐震化を図っていく。 

 

イ）安全化指導及び啓発 

がけ・擁壁や土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域及び液状化の可能性がある地域など

を示した、がけ・擁壁ハザードマップを活用し、敷地の耐震化に向けた意識の啓発を図る。 

また、現地点検調査結果を踏まえた安全化指導及び啓発を引き続き行う。 
 

表 5-2 擁壁及びがけの現地点検調査結果(令和 2年 3月) 

 不健全な擁壁・がけ やや不健全な擁壁・がけ 健全な擁壁・がけ 区全域 

件数 288 件 781 件 2,248 件 3,317 件 

割合 8.7% 23.5% 67.8% 100% 

 

ウ）液状化対策 

東日本大震災では、都内でも液状化現象が確認され、葛飾区や江戸川区など 5区において木

造住宅が傾くなどの被害が発生した。液状化に備えていくためには、建物所有者などが敷地の

状況を把握し、適切な対策を講じておくことが重要である。 

区は、都と連携し、「東京都建物における液状化対策ポータルサイト」を活用して液状化の危

険性や対策に関する情報を発信していくとともに、「東京の地盤」や「新宿区地盤情報閲覧シス

テム」において地盤調査データの情報提供を行う。また、液状化予測図などにより液状化の発

生の可能性がある地域においては、建築確認審査などの機会を捉え、設計者などに対して的確

な対策を講じるように指導を実施していく。 

 

エ）土砂災害警戒区域における意識啓発 

区民に対して、急傾斜地対策の必要性を啓発し、擁壁等の安全化を促進していくことは、敷

地の耐震化につながることである。 

平成 26年 8月に広島市で発生した土砂災害等を受けて、平成 27年 1月に土砂災害防止法が

改正され、都道府県は土砂災害防止対策に必要な基礎調査結果の公表が義務付けられた。 

東京都では、基礎調査を実施し、自然斜面については平成 29 年 3 月に、人工斜面について

は令和元年 9 月に、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定を行った。区内では、

「土砂災害警戒区域」(※20)として 55箇所、このうち 38箇所は「土砂災害特別警戒区域」(※21)

に指定されている。 

区は、これを受けて、警戒避難体制の整備、土砂災害ハザードマップの作成・配布、地域防

災計画の修正等を行っている。また、土砂災害警戒区域等に指定された急傾斜地の土地・建物

所有者等に対して、専門技術者（土砂災害アドバイザー）を派遣し、急傾斜地対策の幅広い相

談に応じるとともに、急傾斜地上下の隣接関係者間の合意形成に関する助言を行う。こうした

取組により、敷地の耐震化につなげていく。 
 
（※20）：「土砂災害警戒区域」：「土砂災害防止法」に基づくもので、土砂災害が発生した場合、住民の生命または身体
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に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域 
（※21）：「土砂災害特別警戒区域」：警戒区域のうち土砂災害が発生した場合、建築物に損壊が生じ住民の生命または

身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の開発行為の制限や居室を有する
建築物の構造が規制される土地の区域 

 

表 5-3 耐震診断及び耐震改修支援施策のまとめ 

種 類 支 援 メ ニ ュ ー ～平成 29 年度 

耐 震 改 修 促 進 計 画 期 間 
(平成 30(2018)年度～令和 9(2027)年度) 

実 行 計 画 

【一次】 
平成 30 年度 

～ 
令和 2 年度 

【二次】 
令和 3 年度 

～ 
令和 5 年度 

【三次】 
令和 6 年度 

～ 
令和 9 年度 

住 宅 

木 造 住 宅 

耐震診断、補強設計 
耐震改修工事への支援 

    

耐震シェルター及び 
耐震ベッドの設置への支援 

    

木造住宅密集地域等にお
ける耐震化・不燃化の促進 

    

非木造住宅 
耐震診断、補強設計 
耐震改修工事への支援 

    

特 定 建 築 物 
耐震診断、補強設計 
耐震改修工事への支援 

    

緊急輸送道路沿道建築物 
耐震診断、補強設計 
耐震改修工事への支援 

    

建 築 物 の 敷 地 （ 擁 壁 ） 改修工事や安全化促進の支援 
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２-３ 関連施策の推進 

(1) 家具類の転倒・落下・移動防止 

近年発生した地震による負傷原因を分析すると、家具類の転倒・落下・移動によるものが約

30～50％を占めている。 

区政モニターアンケート（令和 2 年度調査）では、家具転倒防止器具の取りつけ意向につい

て、「すでに取り付けている」が 34.2％、「取り付けたいが、まだ取りつけていない」が 42.9％、

「取り付ける必要はない」が 14.8％だった。  

区は、区内在住者を対象に、無料で器具取付けの調査・取付けを行っている。災害時要援護

者名簿登録者及び生活保護世帯の方に対しては、器具 5 点まで無料で取付け可能（1 回のみ）

としている。 

今後も、パンフレットの配布やイベントでの周知等により、家具転倒防止の普及啓発を行う

とともに、取付け事業を行い、地震への備えを支援していく。 

 

(2) 落下物防止 

ア）窓ガラスの落下防止 

平成 17 年 3 月に発生した福岡県西方沖地震において、市街地にあるビルのガラスが割れ、

道路に大量に落下する事態が発生した。これを機に、地震発生時の窓ガラスの落下、飛散によ

る人身事故の危険性が改めて問題となった。 

区は、東京都と協力して、窓ガラスの落下防止対策等に関して、これまで、以下のような実

態調査と改善指導を実施している。 

今後も、特定建築物定期調査報告制度を活用する等、所有者等への改善指導を実施していく。 

表 5-4 実態調査と改善指導の実施の経緯 

時期 実施の内容 

昭和 53 年 
建築基準法施行令に基づく告示が改正され、窓ガラスを固定するシーリング材に硬化性のも

のを使用することを原則禁止 

昭和 55 年以降 硬化性シーリング材を使用する窓ガラスの実態調査及び改善指導を実施 

平成 17 年 3 月 固定窓の窓ガラス実態調査を行い、改善指導を実施 

 

イ）外壁タイル等の落下防止 

平成 17 年 6月に都内のオフィスビルにおいて、外壁タイルの落下により負傷者を出す事故

が発生した。これを受け、区は、東京都と協力して、外壁タイルや落下により危害を与えるお

それのある傾斜した外壁を有する建物所有者に対して、実態調査と改善指導を行った。 

また、平成 27年 2 月に歌舞伎町で発生した外壁タイルの落下事故を受けて、新宿駅周辺で外

壁や袖看板等の緊急点検を実施した。平成 28年以降は、未実施の商業施設が集積する地域や道

路沿道の外壁等の点検調査・安全化指導を委託により実施するとともに、過年度の調査において

損傷がみられる建築物については、引き続き改善状況調査の上、安全化指導を行っている。 

外壁や外壁に設置されている室外機等の落下防止対策については、特定建築物定期調査報告
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制度を活用するなど、状況調査報告や落下防止対策の実施を促し、安全確保を推進していく。 

 

ウ）屋外広告物の落下や脱落防止 

平成 19 年 6 月に区内で建築物の広告板が落下し、2 名が怪我を負うという事故が発生した。

これを受け、区は、建築物の外壁に取り付けられている広告板等について、所有者又は管理者

への啓発と改善指導を行った。 

地震の際、看板等の屋外広告物が脱落して被害をもたらすことがないよう、東京都屋外広告

物条例、道路法、建築基準法に基づく指導を行っていく。また、引き続き一定規模以上の屋外

広告物については、屋外広告物管理者を設置させる等、安全の確保を図っていく。 

 

エ）特定天井(※22)の落下防止 

東日本大震災では、建築物の天井材の一部が落下し、死傷者が出る等の被害があった。 

これを受け、平成 26 年に建築基準法施行令が改正され、対象建築物を建築する際に、特定

天井の脱落防止措置が義務付けられている。区は、窓口におけるリーフレットの配布など、引

き続き、普及啓発を行っていく。 

区有施設の特定天井については、法改正に基づき、順次改修工事を進めており、引き続き耐

震対策を行っていく。 
（※22）：人が日常立ち入る場所に設置されている吊り天井で、以下の三つの条件に該当するもの。①天井の高さが 6m

超え、②水平投影面積が 200 ㎡超、③単位面積質量が 2kg/㎡超。【平成 25 年国土交通省告示第 771 号】 

 

 (3) エレベーターの安全対策支援 

平成 17年 7月に発生した千葉県北西部地震では、首都圏で多くの住宅・建築物でエレベータ

ーが緊急停止した。この際、利用者が、エレベーター内に長時間閉じ込められる被害が発生し、

住民に不安や混乱が生じた。 

また、平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災、平成 30年 6月 18日発生した大阪北部

地震でも閉じ込めや運転休止事例が報告された。 

エレベーターの閉じ込め防止対策として、Ｐ波感知型地震時管制装置(※23)、リスタート機能

(※24)停電時自動着床装置(※25)等があるが、未だにこれらの装置が設置されていないエレベータ

ーが多い状況にある。 

このため、今後も、昇降機定期検査報告制度等を活用し、地震時のエレベーターの運行や復

旧、安全対策等に関する情報提供及び改善指導を行っていく。 

また、不特定多数の方が利用する建築物のエレベーターの所有者・管理者に対し、エレベー

ターの閉じ込め防止対策に関する計画や改修の実施を働きかけていくとともに、既設エレベー

ターの防災対策改修工事に補助を行っている。引き続き、改修実施の働きかけや改修工事費補

助を行うことにより、エレベーターの安全対策の促進を図っていく。 

区有施設の老朽化したエレベーターについては、順次改修工事を進めており、引き続き耐震

対策を行っていく。 
(※23)：地震の初期微動（Ｐ波）を感知した際、最寄り階まで自動的に運転を行って戸を開き、強くゆれる主動波（Ｓ波）が

到達する前に利用者を退避させる機能 

(※24)：地震時管制運転中、エレベーターが最寄り階に着床する前に安全装置が動作し、階と階の間に非常停止した場

合でも、安全装置が正常に復帰すれば最寄階まで運転を行って戸を開き利用者を退避させる機能 

(※25)：停電した際、自動的にバッテリーに切り替わり、最寄り階まで運転を行って戸を開き利用者を退避させる機能 
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(4) ブロック塀等の倒壊防止 

区は、平成 30年 6月に発生した大阪府北部地震の被害等を踏まえ、ブロック塀、万年塀、石

積み塀等（以下「ブロック塀等」という。）の安全化を進めるため、平成 30 年度に区内全域で

道路沿いにあるブロック塀等について点検調査を実施した。 

点検調査結果を所有者等に通知するとともに、建築基準法の設置基準に不適合なブロック塀

等については、個別訪問等により除去などの措置を講じるよう安全化指導を行っている。 

また、一般の交通の用に供する道沿いのブロック塀等で、地震等に対する安全性が確認でき

ないものの除去費用への補助、及び生垣等による緑化への補助を行っている。除去費用への補

助の対象となる道のうち、以下は地震災害時に避難上重要となることから、「避難路」として位

置付け、重点的にブロック塀の倒壊防止の促進を図る。 

・東京都耐震改修促進計画で定める緊急輸送道路 

（特定緊急輸送道路及び一般緊急輸送道路） 

・通学路 

・建築物から避難場所までの避難経路となる建築基準法及び道路法の道路 

このほか、細街路拡幅整備事業により、セットバックしていない既存ブロック塀等が、拡幅

整備に伴い除却される。 

今後も、地震時に倒壊の恐れがあるブロック塀等の除去を促進していく。 

 

(5) 超高層建築物等の長周期地震動対策 

東日本大震災では、長周期成分を主体とする地震波が到来したことが報告された。長周期地

震動は、固有周期が長い超高層建築物（高さが 60ｍを超えるもの）や免震建築物への影響が大

きいと考えられており、東海・東南海・南海連動地震等の発生時には長周期地震動が発生する

おそれがあることから、東日本大震災の経験を踏また対策を講じておく必要がある。 

国は、平成 28年 6月に、「超高層建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期

地震動対策について(技術的助言)」を公表した。国は、長周期地震動に関する調査研究が今後

も引き続き進められ、さらなる知見が得られるものと考えており、必要に応じて、対策の見直

しを行っていく予定である。 

区は、こうした長周期地震動に関する検証状況や最新の知見について情報提供を行っていく。 
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(6) 建築物の応急危険度判定の体制整備 

大規模地震発生後、余震等による建築物の倒壊や落下物、転倒物による二次災害を防止する

ため、できる限り早く、短時間で建築物の被災状況を調査し、当面の使用の可否について判定

（応急危険度判定）することが求められる。 

応急危険度判定を迅速に行うためには、公共機関及び関係団体はもとより、民間の建築技術

者の協力が不可欠であることから、都は、東京都防災ボランティア制度を設けている。 

区は、都と連携し、応急危険度判定員の確保に努めるとともに、判定コーディネーター(※26)

の講習会への参加促進や参集訓練などの実施により、体制の強化を図る。 

 
(※26)：応急危険度判定拠点及び支援本部において、判定の実施のために応急危険度判定士の指導・支援を行う行政

職員及び判定に精通した建築関係団体等に属する者 

 

(7) 新築時の耐震化の徹底 

新たに建築される住宅・建築物については、現行の耐震基準に従って適切に設計及び施工が

行われるよう、建築基準法に基づく建築確認、中間検査及び完了検査の実施を徹底する。  

また、長期優良住宅制度(※27)をより一層普及させ、建築基準法よりも高い水準の耐震基準を

適用することを推奨する。 
 

(※27)：長期にわたり良好な状態で使用するための措置（耐震性、維持管理・更新の容易性、省エネルギー対策等）が

講じられた優良な住宅を認定する制度 

 

(8) 特定建築物定期調査報告制度との連携 

建築基準法に基づく特定建築物の所有者は、調査資格者に建築物の調査を行わせ、その結果

を定期的に区に報告しなければならない。その際、調査者は、当該建築物の耐震診断及び耐震

改修の実施状況を調査し、報告することとなっている。  

区は、特定建築物定期調査報告制度等により、耐震化の現状を把握するとともに、必要な支

援・指導・助言を行う。 

 

(9) 危険物の貯蔵等の用途に供する特定既存耐震不適格建築物 

耐震改修促進法第 14 条第 2 号に定める危険物の貯蔵等の用途に供する特定既存耐震不適格

建築物については、耐震化の現状を把握するとともに、必要な支援・指導・助言を行う。 

 

(10) 電気に起因する火災の発生防止  

平成 7年 1 月に発生した阪神・淡路大震災では、原因が特定された建物火災の 6割が電気に

起因する火災によるものだった。 

電気に起因する火災を防ぐため、避難時にブレーカーを切るなど通電後の出火防止対策の重

要性を周知する。また、感震ブレーカーの設置の必要性について、広報やパンフレット、避難

所防災訓練等、あらゆる機会を捉えて周知を行っている。 

また、区内に住宅を所有する方を対象に、感震ブレーカーの設置費用を補助する等の支援を

行い、電気に起因する火災の発生の抑制を図っていく。 
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(11) 空家等対策 

建物等は、本来、所有者や管理者が適正に管理すべきものである。しかし、適正な管理を怠

り、建物の老朽化が進行すると、倒壊等の防災上の危険性が生じるほか、防火・防犯上の問題

がある空家となる可能性がある。また、ごみ屋敷に放置された廃棄物により、悪臭、害虫等の

発生など周辺住民の生活環境に悪影響を及ぼすことになる。 

こうしたことから、区は、平成 25年 10月に「新宿区空き家等の適正管理に関する条例」（以

下「空き家等条例」という。）を施行し、空家やごみ屋敷等の対策に取り組んできた。 

一方、国は平成 27 年 2 月に「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「特措法」とい

う。）」を施行し、空家等に対する所有者等の責務や、空家等に関して必要な措置を適切に講ず

ることなど自治体の責務を明確にした。特措法では自治体に対し、空家等の実態把握や空家等

対策計画の策定及び計画に基づく対策の実施を求めている。 

区は、特措法施行を踏まえ、区が従前より取組んできた空き家等条例におけるごみ屋敷の対

応も包含した「空家等対策計画」を平成 29年度に策定し、区における管理不全な空家等の解消

を促進するとともに、発生を抑制する施策を総合的、計画的に実施していく。 

 

(12) 細街路の拡幅整備 

災害時の安全性の向上と快適な居住環境の確保を推進するため、建築基準法第 42 条第 2 項

による幅員 4ｍ未満の道路（細街路)について、新宿区細街路拡幅整備条例に基づく「区民・事

業者が拡幅用地を提供し、区が整備を行う」という協働の仕組みにより、建築物の建築時に合

わせて拡幅整備を行う。 

拡幅整備に合わせて、ブロック塀等の除去費用への補助の活用を促し、倒壊の恐れがあるブ

ロック塀等の除去を促進していく。 
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２-４ 耐震診断及び耐震改修に関する指導・助言等 

区は、建物所有者に対して耐震化を促すため、所管行政庁と連携し、耐震改修促進法に基

づく指導、助言等を行う。 

また、緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を促すため、都と区は、所有者等に対して、東京

都耐震化推進条例に基づく指導、助言等を実施する。 

(1) 耐震改修促進法に基づく指導・助言等 

区は、既存耐震不適格建築物の所有者に対して、耐震診断や耐震改修について耐震改修促進

法に基づく指導・助言等を行う。 

区は、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要な特定既存耐震不適格建築物の所有

者に対しては指示を行い、正当な理由がなく、その指示に従わない場合は、その旨を公表する。

公表したにもかかわらず耐震改修等を行わない場合は、建築基準法に基づく勧告又は命令を検

討する。 

区は、耐震診断が義務付けられている建築物については、耐震診断の結果を報告しない所有

者に対して、耐震改修促進法に基づく命令をし、その旨を公表する。 

 

  表 5-5 対象建築物 

指導及び助言 

 ア 要安全確認計画記載建築物 

イ 特定既存耐震不適格建築物 

ウ ア、イ以外の既存耐震不適格建築物 

エ 要緊急安全確認大規模建築物 

指  示 

 ア 要安全確認計画記載建築物 

イ 特定既存耐震不適格建築物 

ウ 要緊急安全確認大規模建築物 

命  令 

 ア 要安全確認計画記載建築物 

イ 要緊急安全確認大規模建築物 
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表 5-6 既存耐震不適格建築物及び特定既存耐震不適格建築物に対する指導・助言等 

区分 内容 方法 

耐震改修促進法 

第15条第1項及び 

第16条第2項に基づく 

指導及び助言 

特定既存耐震不適格建築物及び

既存耐震不適格建築物の所有者に

対し、耐震診断及び耐震改修につい

て必要な指導及び助言を行う。 

啓発文書の送付や説明会の開

催を始め、確認申請時の指導啓発

等の機会を活用して行う。 

耐震改修促進法 

第15条第2項に基づく指示 

一定の用途及び規模以上の特定

既存耐震不適格建築物の所有者に

対し、必要な耐震診断又は耐震改修

が行われていない場合は、必要な指

示を行う。 

具体的な事項を記載した文書を

送付する。 

耐震改修促進法 

第15条第3項に基づく公表 

指示を受けた特定既存耐震不適格

建築物の所有者が、正当な理由がな

く、その指示に従わなかった場合は、

その旨を公表する。 

公表に当たっては、耐震診断又は

耐震改修の実施計画の有無など、計

画的な耐震診断・耐震改修の実施の

見込みを勘案して判断する。 

耐震改修促進法に基づく公表で

あることを明示し、広報やホームペ

ージへの掲載等により行う。 

公表後、建物所有者が耐震改修

を行わない建築物のうち、建築基

準法第10条の規定に該当する建築

物についてはその建物所有者等に

対し、同条の規定に基づく勧告又

は命令を行うことを検討する。 

 

表 5-7 要安全確認計画記載建築物及び要緊急安全確認大規模建築物に対する指導等 

区分 内容 方法 

耐震改修促進法 

第8条第1項及び 

附則第3条第3項に基づく 

命令及び公表 

対象となる建築物の所有者に対

し、耐震診断の結果を報告しない場

合、報告するよう命令し、命令した旨

公表する。 

耐震改修促進法に基づくことを

明示し、ホームページへの掲載や

窓口での閲覧等により行う。 

耐震改修促進法 

第12条第1項及び 

附則第3条第3項に基づく 

指導及び助言 

対象となる建築物の所有者に対

し、耐震改修について必要な指導及

び助言を行う。 

啓発文書の送付や説明会の開

催などで行う。 

耐震改修促進法 

第12条第2項及び 

附則第3条第3項に基づく 

指示 

指導及び助言を受けた建築物の所

有者に対して、耐震改修の実施をし

ない場合は、必要な指示を行う。 

具体的な事項を記載した文書を

交付する。 

耐震改修促進法 

第12条第3項及び 

附則第3条第3項に基づく 

公表 

指示を受けた建築物の所有者が、

正当な理由がなく、指示に従わず、必

要な耐震診断又は耐震改修を実施し

ない場合は、その旨を公表する。 

公表に当たっては、建物所有者に

よる耐震診断又は耐震改修の実施計

画の有無など、計画的な耐震診断・耐

震改修の実施の見込みを勘案して判

断する。 

耐震改修促進法に基づくことを

明示し、広報や、ホームページへの

掲載等の方法によるものとする。 

なお、公表後、建物所有者が耐

震改修を行わない建築物のうち、

建築基準法第10条の規定に該当

する建築物についてはその建物所

有者等に対し、同条の規定に基づく

勧告又は命令を行うことを検討す

る。 
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(2) 東京都耐震化推進条例に基づく指導・助言等の実施 

区は、都と連携を図りながら、耐震性が不十分な緊急輸送道路沿道建築物の所有者等に対し

て、東京都耐震化推進条例に基づく必要な指導、助言等を実施する。 

また、占有者に対しても、必要に応じて東京都耐震化推進条例に基づく助言等を実施する。 

 

表 5-8 耐震性が不十分な緊急輸送道路沿道建築物に対する指導・助言等 

区分 内容 方法 

東京都耐震化推進条例 

第11条第1項に基づく 

指導及び助言 

耐震化の適確な実施を確保する上

で必要があると認めるときは、耐震性

が不十分な緊急輸送道路沿道建築

物の所有者等に対し、耐震化につい

て必要な指導及び助言を行う。 

啓発文書の送付等を行う。 

東京都耐震化推進条例 

第11条第2項に基づく 

指示 

指導・助言により耐震診断の実施

を促しても、なお、耐震診断を実施し

ない場合で、震災時における緊急輸

送道路の機能を確保する上で必要な

耐震診断が実施されていないと認め

るときは、耐震性が不十分な緊急輸

送道路沿道建築物の所有者に対し、

耐震診断を実施するよう必要な指示

を行う。 

具体的な事項を記載した文書を送

付する。 

東京都耐震化推進条例 

第14条第1項に基づく 

耐震改修等実施指示 

震災時における特定緊急輸送道

路の機能を確保するために特に必要

と認めるときは、耐震性が不十分な

特定緊急輸送道路沿道建築物の所

有者に対し、耐震改修等を実施する

よう指示する。 

具体的な事項を記載した文書を送

付する。 

東京都耐震化推進条例 

第14条の2第1項に基づく 

占有者への助言 

東京都耐震化推進条例第11条第1

項に規定する指導又は助言の対象と

なった建築物の占有者に対し、耐震

化に関する情報を提供する等必要な

助言を行う。 

啓発文書の送付等を行う。 

東京都耐震化推進条例 

第14条の2第3項に基づく 

占有者への指導及び助言 

 東京都耐震化推進条例第13条第1

項に基づく指示の対象となった建築

物の占有者に対し、建築物の所有者

が行う耐震改修等の実現に向けた協

力について必要な指導及び助言を行

う。 

啓発文書の送付等を行う。 
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(定義) 

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。 

２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕、

模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をすることをいう。 

３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域については当該市町

村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事をいう。ただし、

建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第九十七条の二第一項又は第九十七条の三第一項の規定によ

り建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建築物については、都道府県知事とする。 

 

（都道府県耐震改修促進計画) 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

を図るための計画(以下「都道府県耐震改修促進計画」という。)を定めるものとする。 

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対する安

全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関する事項 

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記載

することができる。 

一 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益上必要な

建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物(地震に対する安全性に係る建築基準法

又はこれに基づく命令若しくは条例の規定(以下「耐震関係規定」という。)に適合しない建築物で同

法第三条第二項の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。)であるもの(その地震に対する安

全性が明らかでないものとして政令で定める建築物(以下「耐震不明建築物」という。)に限る。)に

ついて、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該建築物に

関する事項及び当該建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(相当数の建築物が集合し、又

は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で定める道路(以下「建

築物集合地域通過道路等」という。)に限る。)の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の

円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格

建築物(地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な

避難を困難とするおそれがあるものとして政令で定める建築物(第十四条第三号において「通行障害

建築物」という。)であって既存耐震不適格建築物であるものをいう。以下同じ。)について、耐震診

断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通

行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建築

物(耐震不明建築物であるものに限る。)に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

三 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(建築物集合地域通過道路等を

除く。)の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止す

るため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関す

る事項 
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四 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律(平成五年法律第五十二号。以下「特定優良賃貸住宅

法」という。)第三条第四号に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部について確保するこ

とができない特定優良賃貸住宅(特定優良賃貸住宅法第六条に規定する特定優良賃貸住宅をいう。以

下同じ。)を活用し、第十九条に規定する計画認定建築物である住宅の耐震改修の実施に伴い仮住居

を必要とする者(特定優良賃貸住宅法第三条第四号に規定する資格を有する者を除く。以下「特定入

居者」という。)に対する仮住居を提供することが必要と認められる場合 特定優良賃貸住宅の特定

入居者に対する賃貸に関する事項 

五 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生機構(以

下「機構」という。)又は地方住宅供給公社(以下「公社」という。)による建築物の耐震診断及び耐

震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に

関する事項 

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするときは、当該

事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者(所有者以外に権原に基づきその建築物を使用する者

があるときは、その者及び所有者)の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとするときは、当

該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。 

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、当該

都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。 

７ 第三項から前項までの規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。 

 

 (市町村耐震改修促進計画) 

第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐

震改修の促進を図るための計画(以下「市町村耐震改修促進計画」という。)を定めるよう努めるものと

する。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対する安

全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関する事項 

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記載す

ることができる。 

一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(建築物集合地域通過道路等に

限る。)の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止す

るため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物について、耐震診断を行わせ、

又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐

震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建築物(耐震不明

建築物であるものに限る。)に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(建築物集合地域通過道路等を

除く。)の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止す

るため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関す

る事項 

4 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

5 前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 
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４  市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 

  

(要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務) 

第七条 次に掲げる建築物(以下「要安全確認計画記載建築物」という。)の所有者は、当該要安全確認計

画記載建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果を、次の各号

に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限までに所管行政庁に報告しなければなら

ない。 

一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同号の規定によ

り都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

二 その敷地が第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された道路に接する

通行障害既存耐震不適格建築物(耐震不明建築物であるものに限る。) 同号の規定により都道府県耐

震改修促進計画に記載された期限 

三 その敷地が前条第三項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する通行

障害既存耐震不適格建築物(耐震不明建築物であるものに限り、前号に掲げる建築物であるものを除

く。) 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された期限 

 

(要安全確認計画記載建築物に係る報告命令等) 

第八条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が前条の規定による報告をせず、又は虚偽の

報告をしたときは、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、その報告を行い、又はその報告の内容を

是正すべきことを命ずることができる。 

２ 所管行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を

公表しなければならない。 

３ 所管行政庁は、第一項の規定により報告を命じようとする場合において、過失がなくて当該報告を命

ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反すると認められるとき

は、その者の負担において、耐震診断を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせるこ

とができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該報告をすべき旨及びその期限までに当該

報告をしないときは、所管行政庁又はその命じた者若しくは委任した者が耐震診断を行うべき旨を、あ

らかじめ、公告しなければならない。 

 

(耐震診断の結果の公表) 

第九条 所管行政庁は、第七条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令で定めるところにより、

当該報告の内容を公表しなければならない。前条第三項の規定により耐震診断を行い、又は行わせたと

きも、同様とする。 

 

 (要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震改修の努力) 

第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上を図る必

要があると認められるときは、当該要安全確認計画記載建築物について耐震改修を行うよう努めなけれ

ばならない。 

 

(要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等) 

第十二条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の耐震改修の適確な実施を確保するため必要がある

と認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第三号の技

術上の指針となるべき事項(以下「技術指針事項」という。)を勘案して、要安全確認計画記載建築物の 
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 耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めるとき

は、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることがで

きる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正当な理由が

なく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

 

(要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等) 

第十三条 所管行政庁は、第八条第一項並びに前条第二項及び第三項の規定の施行に必要な限度におい

て、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、要安全確認計画記載建築

物の地震に対する安全性に係る事項(第七条の規定による報告の対象となる事項を除く。)に関し報告さ

せ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷地若しくは要安全確

認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷

地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。ただし、住居に立ち入る場合

においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければ

ならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

 (特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力) 

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの(要安全確認計画記載建築物であ

るものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。)の所有者は、当該特定既存耐震不適格建築

物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向上を図る必要があると認められるとき

は、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその他多数の

者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの 

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場又は処理

場の用途に供する建築物 

三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載され

た道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する通行障害建

築物 

 

(特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等) 

第十五条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、

特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物(第一号から第三号までに掲げる特定既存耐震

不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政令で定める

ものであって政令で定める規模以上のものに限る。)について必要な耐震診断又は耐震改修が行われて

いないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な

指示をすることができる。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定既存耐震

不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特定既存

耐震不適格建築物 
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三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当な理由が

なく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定既存耐

震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安全性に係る事項に関し報

告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格建築物の敷地若しくは特定

既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格建築物

の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用す

る。 

 

(一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等) 

第十六条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建築物の所有

者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存耐震不適格建築物に

ついて耐震改修を行うよう努めなければならない。 

２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するため必

要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、当該

既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

 

附則 抄 

 (要緊急安全確認大規模建築物の所有者の義務等) 

第三条 次に掲げる既存耐震不適格建築物であって、その地震に対する安全性を緊急に確かめる必要があ

る大規模なものとして政令で定めるもの(要安全確認計画記載建築物であって当該要安全確認計画記載

建築物に係る第七条各号に定める期限が平成二十七年十二月三十日以前であるものを除く。以下この条

において「要緊急安全確認大規模建築物」という。)の所有者は、当該要緊急安全確認大規模建築物に

ついて、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果を同月三十一日までに所管行

政庁に報告しなければならない。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する既存耐震不適

格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する既存耐震

不適格建築物 

三 第十四条第二号に掲げる建築物である既存耐震不適格建築物 

２ 第七条から第十三条までの規定は要安全確認計画記載建築物である要緊急安全確認大規模建築物であ

るものについて、第十四条及び第十五条の規定は要緊急安全確認大規模建築物については、適用しな

い。 

３ 第八条、第九条及び第十一条から第十三条までの規定は、要緊急安全確認大規模建築物について準用

する。この場合において、第八条第一項中「前条」とあり、並びに第九条及び第十三条第一項中「第七

条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項」とあるのは「同条第三項において準

用する前条第三項」と、第十三条第一項中「第八条第一項」とあるのは「附則第三条第三項において準

用する第八条第一項」と読み替えるものとする。 
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２ 特定建築物一覧表 

分  類 用  途 
特定既存耐震不適格建築物 要緊急安全確認 

大規模建築物  指示対象となる規模要件 

防災上重要な建築物

（学校、病院等） 

学校 

小学校、中学校、義務教育学校、中等

教育学校の前期課程又は特別支援学校 
2階以上かつ1,000㎡以上 2階以上かつ1,500㎡以上 2階以上かつ3,000㎡以上 

上記以外の学校 3階以上かつ1,000㎡以上 － － 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 1階以上かつ1,000㎡以上 1階以上かつ2,000㎡以上 1階以上かつ5,000㎡以上 

病院、診療所 3階以上かつ1,000㎡以上 3階以上かつ2,000㎡以上 3階以上かつ5,000㎡以上 

要配慮者が利用する建

築物（社会福祉施設等） 

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等に類す

るもの 
2階以上かつ1,000㎡以上 2階以上かつ2,000㎡以上 2階以上かつ5,000㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害 

者福祉センター等に類するもの 

幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所 2階以上かつ500㎡以上 2階以上かつ750㎡以上 2階以上かつ1,500㎡以上 

不特定多数の者が利用

する建築物（百貨店、ホ

テル、劇場等） 

ボーリング場、スケート場、水泳場等の運動

施設 

3階以上かつ1,000㎡以上 
3階以上かつ2,000㎡以上 3階以上かつ5,000㎡以上 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

百貨店、マーケット 

その他の物品販売業を営む店舗 

ホテル、旅館 

博物館、美術館、図書館 

遊技場 

公衆浴場 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行等、 

サービス業を営む店舗 

車両の停車場等で 

旅客の乗降又は待合の用に供するもの 

自動車車庫など自動車の停留又は駐車のため

の施設 

保健所、税務署など公益上必要な建築物 

卸売市場 － － 

その他の建築物 

飲食店、キャバレー、料理店等に類するもの 3階以上かつ1,000㎡以上 3階以上かつ2,000㎡以上 3階以上かつ5,000㎡以上 

事務所 

3階以上かつ1,000㎡以上 － － 賃貸住宅(共同住宅に限る。)、寄宿舎、下宿 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場を除く。） 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建

築物 
政令で規定するもの 500㎡以上 1階以上かつ5,000㎡以上 



 

 

 

 


